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性別 男 17 23 40
女 13 13 26
不明 3 2 5





































































































































































































































年 」 は1,065人、「2005年 →2010年 」 は847人、
「2010年→2015年」は727人となっている。以上の
ことから本土で生活する壱岐出身の若者を「情報
の発信者」として位置づけていきたい。彼らに壱
岐の情報を伝え、身近な友人へ壱岐の情報を発信
してもらうことで、「興味・関心がない」層から
「興味・関心がある」層へと意識の変化が想定で
き、もともとから興味・関心を有する層へは壱岐
への興味・関心が強化されると考えられる。情報
の伝え方については、個人で伝える方法や少人数
のグループ、または住んでいる地域の同郷会など
様々な方法があり、壱岐と連携しながら伝えるこ
とで最新の情報を伝えることが可能になる。例え
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離島観光に関する若者の意識 －壱岐に関するアンケート調査から－
ば、対馬観光物産協会は福岡県で「対馬島総会」
を開催し、対馬出身者、対馬にゆかり、関心のあ
る人たちの輪を広げる取り組みが３年前より行わ
れている。
　また、このモデルでは友人等へ情報を発信する
だけではなく、友人等からの情報を壱岐へ伝える
という役割も担ってもらい、本土の最近の流行を
伝えることで、本土在住者から求められるプラン
の検討をすることが可能となり、本土の商品をい
ち早く取り入れ商品化を行うなど様々な取り組み
が可能になると考えられる。
図５ 本土で生活する壱岐出身者が仲介する
　　情報発信モデル
⑵ 本土で生活する島出身の若者を活用する意義と
可能性
　前述したモデルでは、若者が中心となり取り組
むことが前提となる。本土の若者をターゲットと
していることもあるが、その他の目的として、若
者の経済的支援、卒業後の壱岐への人口還流であ
る。他の離島でも同様であるが、島を出て本土で
１人暮らしを始めるには多額の費用がかかるため
家族の負担は大きい。それらの経済的支援策とし
て「情報の発信者」に無償ではなく、壱岐市や経
済産業団体等から教育支援金等の助成を行うこと
で本土での生活の安定につながるとともに本人に
責任を持って取り組んでもらうことができる。次
に、前述したように高校卒業を契機に多くの若者
が進学等のために島を離れて本土へと転出してい
く。国立社会保障・人口問題研究所によれば5)、
壱岐市の人口は2015年度では27,103人であるが、
2035年には18,454人となり、老年人口が生産年齢
人口を追い越すと推計されていることから、この
まま、毎年人口が転出してしまうことで島全体の
危機となってしまう可能性があることから、流出
した若者が島に戻ってくる仕組み作りが必要であ
る。下里6)は宮古島の人口還流現象について研究
を行い、家族的あるいは経済的理由以外に還流し
た要因として、「宮古に居住する人と連絡するう
ちに還流したくなった」、「転出先で宮古の話をす
るうちに還流したくなった」が高い結果を示して
おり、そのうち20代～30代が40代～50代と比較し
高い値を示していたことから、壱岐を出て本土で
生活していても壱岐とのつながりがあることで壱
岐に戻る要因の１つになると考えられる。
５．終わりに
　本稿では、本学学生へのアンケート調査から若
者の壱岐島への意識について明らかにすること
で、本土に住む壱岐出身者が仲介する情報発信モ
デルと本土で生活する島出身の若者を活用する意
義と可能性について考察した。
　近年、インバウンドや滞在型観光等の後押しを
受け、多くの観光客が離島に訪れるようになって
きた。しかし、訪れた外国人への対応への遅れや
観光客が増えたことによるオーバーツーリズムな
どの問題が指摘されている。また、観光客の増加
は島の文化や住民の生活スタイルに多くの影響を
与え、島の人々がこれまでの生活ができないと
いった指摘もある7)。
　しかし、今や離島にとって観光産業は切り離せ
ないものであることも確かである。人口の減少と
急速な高齢化を抱える離島において、どのように
観光産業と共存していくのかを今後の研究課題と
したい。尚、本研究の限界として対象離島が壱岐
のみであったこと、範囲が本学の学生に限られて
いたことであり、今後は範囲を広げ研究する必要
がある。
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